
 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 



 



 



 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 



 



 



 

  



 

  

 



 





　

該当する項目に○をつけてください。

1.資産の増減あり　2.資産の増減なし　3.該当資産なし

4.廃業・解散・転出等（令和　　年　　月　　日）　

5.税制改正による耐用年数の修正　あり・なし

控えに受付印が必要な場合は、コピーを付けて申告してください。

　　前年中に減少したもの　（ロ）　　前年中に取得したもの　（ハ）

十億 百万 千円 百万千

十億 百万 千

2 500

2

更新区分
(0:新規 1:既存)

円 十億 十億百万

　　前年前に取得したもの　（イ）

円 十億

000

3

700 000

評　　価　　額
　　　　　　　　　　　　（ホ）

※　　決　　定　　価　　格
　　　　　　　　　　　　（ヘ）

※　　課　税　標　準　額
　　　　　　　　　　　　（ト）

500 000

円

000

所
有
者

1

2

3

4

800

4

5
車 両 及 び
運 搬 具

1

2

3

5007

7

工具、器具
及 び 備 品

合 計

船 舶

航 空 機

資産の種類

構 築 物

機 械 及 び
装 置

6

6

7 合 計

1 000工具、器具
及 び 備 品

30011 000

000

5

十億

①　犬山市大字犬山字高見町15番地1

②

14

3

4

5

6

7

千 円

　計（（イ）－（ロ）＋（ハ））　（ニ）

取　　得　　価　　額

円 十億 百万

8008

千

12

13

事 業 所 用 家 屋 の 所 有 区 分

16

17

　市（区）町村内

における事業所

等資産の所在地

特別償却又は圧縮記帳

借　用　資　産

（有・無）

備考

自己所有　・　借　　家

税務会計上の償却方法

青色申告

　貸主の名称等

　○○リース（株）
　犬山市大字犬山字北古券2
　電話　0568 - 00 - 0000

定率法・定額法

有　・　無

③

航 空 機

車 両 及 び
運 搬 具

000

000

2 500

4 200 000 000 000

百万 千 円

700

提
出
用

有　・　無短縮耐用年数の承認

増加償却の届出 有　・　無

有　・　無

有　・　無課税標準の特例

第
二
十
六
号
様
式

※　所　有　者　コ　ー　ド

8

9

10

11

1

15

個人番号又は法
人 番 号

事 業 種 目
(資本金等の額)

事業開始年月 　昭和　　50年10月

鉄工業

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

13

18

000

令和7年8月20日
　株式会社 愛知市役所を吸収合併した。
令和7年10月1日
　商号変更した。
（旧）愛知犬山市役所 株式会社
（新）犬山市役所 株式会社

百万 千

2 500

犬山市

償却資産申告書
(償却資産課税台帳)

資産の種類

機 械 及 び
装 置

構 築 物

船 舶

　　　　            令和○○年1月20日

　　　　　　　犬 山 市 長 宛

　　（ふりがな）
　２　氏　名

　法人にあっては
　その名称及び
　び代表者の氏名

　〒484-8501
  いぬやましおおあざいぬやまあざひがしはた

　犬山市大字犬山字東畑36番地

　　　　　　　　　　　　　　　　(電話　   0568-61-1800     )

   いぬやましやくしょ　かぶしきかいしゃ

  犬山市役所　株式会社
　　だいひょうとりしまりやく　いぬやまたろう

　　代表取締役　　犬　山　太　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（屋号　　○○○○○　）

令和 ○○ 年度

　 （ふりがな）
　１　住　所

　　又は納税通
　　知書送付先

この申告に応
答する者の係
及び氏名

税理士等の
氏名

000

有　・　無　○○課　経理係　犬山一郎

　(電話　0568 - 61 - 1800 )

　東海　次郎
　(電話　0568 - 00 - 0000 )

非課税該当資産

000

（ 10百万円）

受付印



号 号

1
4

21

2
4

22

3
4

23

4
4

24

5
4 特

25

6
4

26

7
4

27

8
5

28

9 29

10 30

11 31

12 32

13 33

14 34

15 35

16 36

17 37

18 38

19 39

20 40

特例
非課税

種
類

耐用
年数

数量 数量取　得　価　額(円)資産の名称･規格･型式 資産番号
種
類

耐用
年数

特例
非課税

資産番号 資産の名称･規格･型式 取　得　価　額(円)

償 却 資 産 細 目 一 覧 表

0000008 6 応接セット 1 2 3

6 300,0000000007 6 コピー機 1 18 10

10 7,000,000

12 600,000

0000006 6 コピー機 1 17 2

17 15,000,0000000005 2 太陽光発電設備 1 25 10

5 250,000

0000004 2 印刷機 1 18 9

12 4,700,0000000003 2 自動盤 1 10 8

12 2,500,0000000002 2 ジドウキ 1 9 10

10 2,500,0000000001 1 アスファルト舗装 1 11 10

前 年 度 の 資 産(昨年申告分)

令和 ○ ○ 年 1 月1 日 現 在

取得時期 取得時期

年 月 年 月

400,000



令 和　〇〇　年度 犬山市

(ﾛ
)

率 ｺｰﾄﾞ
十億 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

2 500 000

02
2 1 4 18 9 600 000 4

1　2
3　4

03
2 1 4 26 10 15 000 000 17

1　2
3　4

特例

04
6 1 4 20 10 7 000 000 8

1　2
3　4

05
6 1 5 1 10 3 000 000 5

1　2
3　4

06
1　2
3　4

07
1　2
3　4

08
1　2
3　4

09
1　2
3　4

10
1　2
3　4

11
1　2
3　4

12
1　2
3　4

13
1　2
3　4

14
1　2
3　4

15
1　2
3　4

5 28 100 000

　1.明治　2.大正　3.昭和　4.平成　5.令和 　1.新品取得　2.中古取得　3.移動による受入れ　4.その他

※ 所 有 者 コ ー ド 所   有   者   名

取 得 時 期

印刷機
0．

増加
理由

1　2
3　4

種 類 別 明 細 書（増 加 資 産・全 資 産 用）

太陽光発電設備
0．

号

4

年

(ｲ)
耐用
年数

10

応接セット
0．

コピー機
0．

0．

0．

0．

0．

0．

0．

0．

0．

0．

0．

種　類
　1.構築物　2.機械及び装置　3.船舶　4.航空機
　5.車両及び運搬具　6.工具･器具及び備品

取得時期の号 増加事由

行

番

号

01

種
類

1

資産コード 数量

1

小計

11

月

10

第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

(

提
出
用

)

　犬山市役所　株式会社

資産の名称･規格･型式 ※ 課 税 標 準 額 (円)

アスファルト舗装

取　得　価　額 (円) ※　価　額 (円)

枚のうち

枚　　目

摘　要

0．

減価
残存率

※課税標準
の特例

(ﾊ)



数量

令和○○年 1 月 1 日現在

犬山市大字犬山字東畑36番地

犬山市役所　株式会社

100,000○○製造設備

円

（リース）

借受資産明細書

 ○○-○○○○

円

円

円

円

円

円

月

月

月

借
主

住所

氏名

契約期間

年

91

年

年

年

年 月

月

年

年

月

月

１ヶ月賃料 備考

犬山市大字犬山字東畑○○ 自　　　　2年4月

○○リース　(株) 至　　　　6年3月
円

貸主住所・氏　　名 電話 資産名称 設置年月

1

年 月

令和

令和



～特例適用申請書の記入例～

円

円

円

円

　下記の資産について、課税標準の特例を適用してくださるよう関係書類を添えて申請します。

固定資産（償却資産）課税標準の特例適用申請書

特例規定 特別償却 有　・　無

資産の所在地 犬山市大字犬山字東畑○○番地

地方税法附則第15条第25項第１号イ

17 再生可能エネルギー発電設備 2/3
00015 000

　太陽光発電設備 1 6 5 3

令和　　　年度から令和　　　年度まで

耐用
年数

 特例適用項目 特例率
年号 年 月

所
　
有
　
者

記載上、特に留意すべき事項
（１） 本申請書は、地方税法第349条の3、同法附則第15条、犬山市税条例第56条の3及び同条例附則第10条の2の規定による償却資産について、課税標準の特例を適用するため提出していただくものです。
　　　 新たに「課税標準の特例」が適用される資産を取得された場合に、償却資産申告書と併せて１月末日までに提出してください。
（２） 特別償却を行っている設備にあって、法人税申告書別表16の付表「特定設備の特別償却の償却限度額の計算に関する付表」を税務署に提出している場合は、その写しを添付してください。
（３） 設備が特例に該当することが判明する資料（各種申請書・届出書・許可書等の写し、パンフレット、仕様書、設計図、処理工程図、所在図等のうち必要なもの）を添付してください。

令和○年○月○日

作成者
氏　　名　：犬山　一郎
電話番号　：0568-61-1800犬 山 市 長 宛

資産番号
資　産　の　名　称　等

（型式及び規格）
数量

取得年月
取　得　価　額

添付書類

□｢計画の申請書及び認定書｣の写し及び｢工業会等による仕様等証明書｣
□｢先端設備等導入計画に係る申請書｣の写し、「先端設備等導入計画認定書」の写し及び｢工業会等による仕様等証明書｣
□リース会社が申告する場合、｢固定資産税軽減計算書｣及び｢リース契約書｣の写し
□｢10kW以上の太陽光発電設備に係る設備認定通知書｣の写し
□電気事業者と締結している「特定契約書」の写し
□｢再生可能エネルギー事業者支援事業費補助金交付決定通知書｣
□その他（　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　）

住　　所

氏　　名

名　　称

犬山市大字犬山字東畑36番地

犬山市役所　株式会社　　　　　　　　　　　　　　　

※本欄は記入
　不要です。

担　 当　 者 決定特例率 ／ 適用期間

市役所
処理事項

確認年月日 特例の可否 可　・　否
決定特例
適用項目

令和 年 日月

摘　要

受付印



円

円

円

円

固定資産税課税標準の特例適用申請書（地方税法附則第15条第43項に関する特例）

　下記の資産について、課税標準の特例を適用してくださるよう関係書類を添えて申請します。

所
　
有
　
者

住　所 犬山市大字犬山字東畑36番地 特例規定 地方税法附則第15条第43項 特別償却 有 ・ 無

氏　名 犬山市役所　株式会社　　　 作成者
氏　　名　：犬山　一郎
電話番号　：0568-61-1800

記載上、特に留意すべき事項
（１） 本申請書は、地方税法附則第15条第45項の規定による償却資産について、課税標準の特例を適用するため提出していただくものです。
（２） 特別償却を行っている設備にあって、法人税申告書別表16の付表「特定設備の特別償却の償却限度額の計算に関する付表」を税務署に提出してい
　　る場合は、その写しを添付してください。 新たに「課税標準の特例」が適用される資産を取得された場合に、償却資産申告書と併せて１月末日
　　までに提出してください。

令和○年○月○日

犬 山 市 長 宛

償
却
資
産

資産番号
資　産　の　名　称　等

（型式及び規格）

添付
資料

□「先端設備等導入計画に係る申請書」の写し □「先端設備等導入計画書」の写し □「先端設備等導入計画認定書」の写し
□「投資計画に関する確認書」 □「従業員への賃上げ方針の表明に証する書類」の写し (注1)　□「固定資産税軽減計算書」(注2)
□「リース契約書」の写し（注3）（注1）従業員への賃上げ方針を表明をした場合に必要　（注2、注3）リース会社が申告する場合のみ必要

取得年月
取　得　価　格

耐用
年数

資産の所在地
年号 年 月

犬山市大字犬山字東畑○番地

数量

CNC旋盤 1 5 5 10 000 1620 000

市役所
処理事項

確認年月日 令和 年 特例の可否 可　・　否
決定特例
適用項目

※本欄は記入
　 不要です。

担　当　者 決定特例率 ／ 適用期間 令和　　年度から令和　　年度まで

月 日

摘　要

受付印


